
中堅企業の重要性①：国内経済、国内投資等への貢献

⚫ 中堅企業は、海外拠点の事業を拡大しつつも、国内拠点での事業・投資も着実に拡大し、国内経済の成長に
最も大きく貢献。

⚫ 他方、大企業は、この10年間で圧倒的に海外拠点での事業を拡大してきた。今後成長する中堅企業が、国内
投資を拡大し続ける成長戦略を描けるかどうかが、日本経済の持続的な成長に決定的に重要。
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*1 中小企業：中小企業基本法上の中小企業者、中堅企業：従業者数2,000人以下（中小企業除く）、大企業：従業者数2,000人超（中小企業除く）
*2 国内法人（単体）は、2012・2022年度の企業活動基本調査（2011・2021年度実績）双方に回答した企業（従業者50人以上かつ資本金3,000万円以上。n=22,948）のうち、2012年度調査時点で中小企業・中堅企業・大企業であった企業群の10

年後の売上高の増減額。海外現地法人は、2012・2022年度の企業活動基本調査・海外事業活動基本調査（2011・2021年度実績）双方に回答した企業（n=2,333）のうち、2012年度調査時点で中小企業・中堅企業・大企業であった企業群の10年
後の海外現地法人（子会社）の売上高の増減額。

*3 2012・2022年度の企業活動基本調査（2011・2021年度実績）双方に回答した企業のうち、2012年度調査時点で中小企業・中堅企業・大企業であった企業群の10年後の有形固定資産当期取得額、能力開発費（研修参加費、留学費等）の増減額。

出所 経済産業省「企業活動基本調査」・「海外事業活動基本調査」（2012・2022年度調査）再編加工

過去10年間における国内・海外現地の売上高の伸び*1,2
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中堅企業の重要性②：地域での賃金水準引き上げ

⚫ 日本全体の賃上げを実現するには、従業者数・給与総額の伸び率が大企業を上回り、さらに地方に多く立
地し、良質な雇用の提供者となっている中堅企業の果たす役割が大きい。

⚫ 中堅企業は一社あたりの従業者数も中小企業より大きく、成長投資等により規模拡大し賃上げすることは、
取引先や周辺企業への波及も含め、地域の賃金水準の引き上げに貢献することに加え、良質な雇用を生む
成長企業への経営資源の集約化など前向きな新陳代謝の受け皿としての役割も期待される。

中小・中堅・大企業の10年間での伸び額・率*1,2

従業者数（万人） 給与総額（兆円）

*1 中小企業：中小企業基本法上の中小企業者、中堅企業：従業者数2,000人以下（中小企業除く）、大企業：従業者数2,000人超（中小企業除く）

*2 2012・2022年度の企業活動基本調査双方に回答した企業のうち、2012年度調査時点で中小企業・中堅企業・大企業であった企業群の10年後の増減額・率
*3 2022年度の企業活動基本調査に回答した企業（親会社がいる企業除く）の所在地（大都市圏：東京都、愛知県、大阪府）及び従業者一人当たり給与支給総額（従業者は就業時間換算）。

出所 経済産業省「企業活動基本調査」（2012・2022年度調査）再編加工 ※調査対象：従業者数50人以上かつ資本金3千万円以上、主に経産省所管業種

大都市圏以外の立地割合と
1人当たり給与支給総額*1,3
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中堅企業から大企業への成長割合は低い

⚫ 他方、中堅企業から大企業への成長割合は国際的に見ても低い状況にあり、中堅企業のポテンシャルを活
かしきれていない可能性。

⚫ 中堅企業の成長に向けては、国内外の大企業と競争していくための成長投資やM&A等が十分に行えていな
いといった課題がある。

過去10年間で中堅企業から大企業へと従業員規模が成長した企業の割合

出所 SPEEDA 再編加工

*1 中堅企業：従業員数301~2,000人、大企業：従業員数2,000人超
*2 2011年度時点で中堅企業であった上場企業のうち、2021年度に大企業（従業員数2,000人超）となった企業の割合

米国 欧州（英・仏・独） 日本
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中堅企業者の定義

⚫ 中堅企業は、中小企業を卒業した企業であり、規模拡大に伴い経営の高度化や商圏の拡大・事業の多角
化といったビジネスの発展が見られる段階の企業群。既存法令での定義も踏まえ、常時使用する従業員の
数が2,000人以下の会社等（中小企業者を除く）を「中堅企業者」と定義。

大企業・ 約1,300者

中堅企業・ 約9,000者

中小企業・ 約336万者

業種
下記のいずれかを満たす会社・個人

資本金 従業員数

①製造業その他
※②～④を除く

３億円以下 300人以下

②卸売業 １億円以下 100人以下

③サービス業 5千万円以下 100人以下

④小売業 5千万円以下 50人以下

従業員数 2,000人以下 の会社・個人

※中小企業者除く

※上記の定義を原則としながら、個別の法律・支援策で、追加基準を設けている場合がある
※従業員数：常時使用する従業員の数、資本金：資本金の額又は出資の総額
※法律上で大企業の定義は設けない

（出所）
企業数：経済産業省・総務省「令和3年経済センサス-活動調査」再編加工
※会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。企業の区分については中小企業基本法及
び中小企業関連法令や産業競争力強化法等において中小企業として扱われる企業の定義を
参考として算出。

従業員数 2,000人超 の会社・個人

※中小企業者除く（従業員数2,000人超であっても、

資本金要件により中小企業者に該当する場合がある）

※「新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の一部を改正する法律案」において定義
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R6年度「中堅・中核企業の経営力強化支援事業」
（プラットフォーム構築による新事業展開等支援事業）

⚫ 地域の中堅・中核企業のさらなる成長に向けて、新事業展開等に取り組む企業への支援を実施。
⚫ 地域・分野ごとのプラットフォームを構築し、新事業展開等を目的としたハンズオン支援（高度な知識を有す

る専門家の派遣・ワークショップ・ネットワーキング等を一貫して行う支援）、働き方改革支援、地域外の支
援機関とのネットワーク形成に取り組む。

代表
機関

①全国ワークショップの実施（働き方改革 等） ③専門家派遣コーディネート
②各地のプラットフォームをつなぐネットワーキング支援 ④事業成果の企業向けPR
（全国意見交換会・交流会の実施、オンライン交流推進）

補助
（10/10）
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企業間ネットワークの形成

他地域のプラットフォーム

代表機関等 代表機関等

地域を超えたネットワークの形成

支援 支援

他地域のプラットフォーム

地域ごとのプラット
フォームを全国20
か所程度（P）

全国事務局
委託

【執行スキーム】

※実施エリアについては
管内の企業数、地域性
などから検討



R6年度「中堅・中核企業の経営力強化支援事業」
（プラットフォーム構築による新事業展開支援事業）
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⚫ 地域の中堅・中核企業のさらなる成長に向けて、新事業展開に取り組む企業への支援を実施。
⚫ 地域ごとにプラットフォームを構築し、PF代表機関が主体となって、新事業展開のノウハウを学ぶワークショッ                                          

プ・高度な知識を有する専門家派遣・地域内の支援機関や他業種の企業とのネットワーク構築等、ハンズオ
ン形式で新事業の立ち上げ支援を行う。

⚫ プラットフォーム間の横連携のハブとなる全国事務局を設置し、全国規模でのネットワーク構築を促進する。

【支援後】

計画
策定

支援対象者 支援ゴール

新事業開発
の手法を学ぶ

事業構想
新事業への
意識醸成

プロトタイピ
ング・検証

協業パートナー
の発掘

地域の
中堅・中核企業

域内企業間のネットワーキング

同様の課題をもつ担当者同士の仲間づくり

域外とのネットワーキング

域外の大学、専門家、企業との接点づくり

【現在】新事業への取組状況

外部からの
専門的支援

他企業・支
援機関との

協業

新事業に取り組みたいが
取り組めていない・
うまくいっていない企業

地域未来牽引企業 
のうち中堅規模の企業
をメインターゲット
（全国1000社）

停滞している・
やっていない 
から

計画に着手できる
協業先がいる

社内人材ができる
へ

新事業展開に
よる企業成長

若手社員の活躍       
エンゲージメント向上

事業年度終了までに
新事業展開の 
計画を策定

▼
事業後３年以内に
計画した新事業の
売上を計上

社内の人材育成につなげ
事業開発・マーケ体制を
企業内に確立する

地域未来牽引企業のうち、売上高100億円以上の企業（n=145）

プラットフォーム代表機関による支援内容

専門家派遣・ワークショップ・ネットワーク構築
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